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＜要 約＞ 
 「改正パートタイム労働法」の成立（2007 年 5 月）を契機として、パートタイム労働者
に対する処遇上の格差見直しの動きが、企業で現れ始めている。 
見直しの内容は、職務内容区分の厳格化、処遇の変更、正規労働者への転換措置などであ
るが、いずれもまだ始まったばかりである。改正法は、①労働条件の文書交付・説明義務、
②均衡のとれた待遇の確保、③正規労働者への転換の推進等の措置を企業に求めており、条
件付きとはいえ、職務や人材活用の仕組み、契約期間が同じパートタイム労働者と正規労働
者との均等待遇が始めて導入されるなどパートタイム労働者にとっては処遇改善のための第
一歩を踏み出したといえる。 
そこで本稿では、条件付きとはいえ、初めて正規労働者との均等待遇原則が打ち出された
「改正パートタイム労働法」が、企業のパートタイム労働者に対する雇用管理にいかなる影
響を与えていくのかを検証することによって、今後、パートタイム労働者の処遇を公正な仕
組みにし、正規労働者との不公正な格差を改善させ、働き方に見合った均等・均衡待遇を実
現させるにはどうしたらいいのか、そのための課題を明らかにした。 
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イム労働法」）は、15年経過して初めて抜本的改正にこぎつけ、2008年 4月より改正法が施
行されている。「パートタイム労働法」は、当初、附則において、3年後の見直し規定が明記
されており、施行後もパートタイム労働政策について、研究会、審議会等で様々な検討が行
われている。2002年から 2003年にかけて行われた労働政策審議会雇用均等分科会「今後の
パートタイム労働対策の方向について」では、とりまとめ段階で使用者側委員から企業の雇
用管理に行政が介入すべきではないという強力な反対から、法制化の道筋もつけられず、結
局、パートタイム労働指針の改正にとどまってしまったという経緯がある。 
 しかしながら、この 20 年間で、パートをはじめとする非正規労働者の置かれている状況
は大きく変化している。総務省統計局「労働力調査」によると、1989 年から 2009 年の 20
年間で雇用者数（役員を除く）は 817 万人増加している。内訳は正規労働者 66 万人の減尐
に対し、非正規労働者は882万人の大幅な増加となっている。非正規労働者の増加の内訳は、
男性 283万人に対し、女性は 599万人と 7割近くは女性の増加によるものである。今や全雇
用者の 3分の 1以上、女性にいたっては、2003年より半数以上が非正規という状況である。 
 その結果、近年では、格差の問題や、働いても貧困状態から抜け出せない「ワーキング・
プア」の問題などが大きな社会問題となり、その根底には、非正規労働者の拡大が大きな影
響を与えているといわれている。 
 本稿では、「パートタイム労働者と通常の労働者との均衡のとれた待遇の確保等を図るこ
と」を目指して改正された「改正パートタイム労働法」（以下、改正パート法）が、施行後 2 
年を経過して、企業の人事労務管理にいかなる影響を与えつつあるのかを検証することにす
る。 
 
Ⅰ 「パートタイム労働法」の改正 
  
1 「パートタイム労働法」見直しの検討 
 「パートタイム労働法」の見直しについては、3 年後の見直しが附則に明記されていたに
もかかわらず、なかなか改正法の成立までには至らなかった。改正法の施行までには実に 15
年の年月を要しているが、この間、厚生労働省内に設けられた①「パートタイム労働に係る
雇用管理研究会」（1998年 12月～2000年 4月）、②「パートタイム労働研究会」（2001年 3
月～2002年 7月）、③労働政策審議会雇用均等分科会（2002年 9月～2003年 3月）④労働
政策審議会雇用均等分科会（2006年 7月～同年 12月）で、パートタイム労働政策の方向性
についての議論は続いていた。 
 1998 年 2 月、女性尐年問題審議会での建議において、パートタイム労働者の雇用管理の
中心的課題の 1つとして挙げられた「通常の労働者との均衡を考慮した処遇・労働条件の確
保」には「具体的にどのように『通常の労働者との均衡』を考えるかの指標（モノサシ）が
形成されておらず具体的な取組につながりにくい」と指摘されたことを受け、このモノサシ
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作りのために「パートタイム労働に係る雇用管理研究会」が発足した。同研究会は、2000
年 4 月、「パートタイム労働に係る雇用管理研究会報告」を公表している。報告書では、パ
ートを就業実態に応じ、「正社員と同じ職務を行う A タイプ」と「正社員と異なる職務を行
う Bタイプ」に分け、それぞれに応じた雇用管理の在り方を提示している。そこでは、Ａタ
イプについては、処遇や労働条件の決定方式について正社員と合わせていく方法があるが、
合理的な理由がある場合には決定方式を異にすることはあり得るとしている。また決定方式
を合わせられない場合であっても、処遇や労働条件の水準について正社員とのバランスを図
っていく方法が考えられる。但し、正社員と比較して残業、休日出勤、配置転換、転勤がな
い、または尐ないといった事情がある場合は合理的な差を設けることもあり得るとしている。
他方、Ｂタイプのパートには、「合理的な雇用管理の構築」と「働き方に係る納得性を高める
ための条件整備」を求めている。すなわち同報告書では、働き方の違いによって、同じ職務
であっても処遇が異なることはあり得るとして、すでにこの段階で「日本型均衡処遇ルール」
の方向性が提示されている。 
「パートタイム労働研究会」の最終報告では、「雇用システムの変化の方向」として、正社
員も含めた雇用システムの多元化が提唱されている。「拘束性の高いフルタイム正社員か補
助的パート」の二者択一から脱却し、正社員に比べ残業、配転などの拘束性は低いが、ある
程度基幹的な仕事を行う「中間形態の形成」が方向性として出されている。そして、基幹的
パートをこの中間形態として位置づけ、「働きに応じた処遇」の確立を提唱している。さらに
パートの処遇改善については、「日本型均衡処遇ルール」の確立が必要としている。同ルール
の下では、（1）同じ職務の場合、処遇の決定方式を合わせ、各人をどう評価・処遇するかは
企業のルールに委ねる。（2）残業、配転、転勤等の拘束性が正社員と異なる場合、合理的な
差を設けることもあり得る。（3）合理的な理由があり、処遇決定方式を合わせられない場合
においても、職務が同じなら処遇差は合理的範囲内であるべきとしている。すなわち目指す
べきルールは、「均等処遇原則タイプ」と「均衡配慮義務タイプ」の二者択一ではなく、その
組み合わせ、「同一職務・合理的理由なしケース」では、「均等処遇原則タイプ」に基づいて
パートと正社員の処遇を合わせる。「同一職務・合理的理由があるケース」では、幅広く「均
衡配慮義務タイプ」に基づいて均衡配慮措置を求めるべきであるとしている。 
労働政策審議会雇用均等分科会の「今後のパートタイム労働対策の方向について」では、
通常の労働者との均衡を考慮する際のモノサシが十分に浸透しておらず雇用管理の改善は十
分な状況にないとしたうえで、「通常の労働者とパートタイム労働者との間の公正な処遇を
実現するための方策」について、指針という形で示すことによって、その考え方の社会的な
浸透・定着を図っていくことが必要であるとした。（1）通常の労働者とパートタイム労働者
との間の公正な処遇を実現するための労使の取り組みの推進、（2）職務の内容、意欲、能力、
経験、成果等に応じて処遇するための措置の実施、（3）通常の労働者への転換に関する条件
の整備、（4）職務が通常の労働者と同じパートタイム労働者の取扱については、人材活用の
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仕組みや運用等が同様の実態にある場合は同一の処遇決定方式、異なる場合は、同一職務均
衡考慮方式の措置を講ずることが適当であるとした。そして最後に、公正な処遇を実現する
ためには、各企業においてその実情を踏まえつつ、通常の労働者の働き方も含めた雇用管理
の改善等に向けて労使が自主的に取り組んでいくことが必要であるとして、法改正ではなく、
指針の改正が行われた。 
その後、政治的思惑の中で、パートの均衡待遇の推進は、安倍政権の「再チャレンジ総合
プラン」の一つとして、再び雇用均等分科会で審議されることになる。審議の結果、従来ま
でのパートタイム労働法及びパートタイム指針による対策を進めるため、以下の事項につい
て法的整備を行うことが適当であるとの結論に至る。（1）パートに対する労働条件の明示等、
（2）パートと通常の労働者との均衡ある待遇の確保の促進、（3）通常の労働者への転換の
促進、（4）苦情処理・紛争解決援助等で、これらは「建議」としてまとめられ、2007 年 6
月には改正法が公布されるに至る。 
 以上のように、この間のパートタイム労働政策の見直しの検討は、専ら研究会や審議会を
中心として行われ、ここで提示された「日本型均衡処遇ルール」がその後のパートタイム労
働政策の方向性及び企業のパートに対する雇用管理に大きな影響を与えていくことになる。 
 
2 「パートタイム労働法」施行後のパートの状況 
(1) パートの量的拡大及び質的変化 
総務省統計局「労働力調査」によると、1989 年から 2009 年の 20 年間で雇用者（役員を
除く）は 817万人増加している。うち正規は 66万人の減尐、非正規は 882万人の大幅な増
加になっている。その結果、全雇用者に占める非正規の割合は、19.1％から 33.4％へと大幅
に拡大している。非正規の中で最も大きな割合を占めているパートについては、この 20 年
間で 330 万人増加しているが、特に 90 年代半ば以降の増加が著しい。しかしながら雇用形
態の多様化が進行するなかで、1989年には非正規の 57.3％を占めていたパートは、2009年
には 47.0％にまでその割合を落としている。しかも、拡大を続けていたパートは、2007 年
の 829万人を最高にその後減尐し、2009年には前年同期比 31万人の減尐となっている。パ
ートの有効求人倍率も、2009年には 0.77を記録し、この 20年間で初めて 1.0を切る状況に
なっている。 
パートの属性あるいは働き方についても、この 20年間でいくつかの変化がおきている。 
まず第 1に、パートの年齢層の変化である。女性の場合、もともと 35歳から 54歳層が主
流で、その割合は 1989年には 71.4％（315万人）を占めていたが、2009年にはその割合は
54.2％（388万人）にまで低下している。代わって 55歳以上層が 55万人から 211万人へと
156万人増加し、全体の 29.4％を占めるまでに拡大している。また 15～34歳層も 71万人か
ら 118万人へと 47万人増加している。男性の場合は、もともと 55歳以上層が最も大きな割
合を占めているが、20 年間でその数は 41 万人増加し、男性のパート全体に占める割合も
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53.9％から 2009 年には 67.1％を占めるまでに拡大し、男性パートはこの年齢層の働き方に
なってきている。また 34歳までの若年層もこの間に 13万人増加し、男性パートの 21.9％を
占めるまでになっている。かくして、この 20年間で 55歳以上層の大幅な拡大とこれまであ
まり見られなかった若年層の増加が明らかとなった。 
 第 2に、男性パートの増加である。その数は、26万人から 82万人に増え、パート全体で
は、5.6％から 10.3％を占めるまでに広がっている。 
第 3に、パートとして働く理由については、労働大臣官房政策調査部が実施した「パー 
トタイム労働者総合実態調査報告」（1990 年調査）によると、「家計の足しにするため」
59.2％、「生活を維持するため」40.1％であったが、21 世紀職業財団「パートタイム労働者
実態調査報告」（2005年調査）では、前者は 66.5％、後者は 47.2％にそれぞれ増加し、この
15年間に経済的要因で働かざるを得ないパートが多くなっていることが分かる。 
第 4に、パートという雇用形態を選択した理由としては、同上の 1990年調査では、「自 
分の都合の良い時間に働きたい」55.1％、「勤務時間・日数を短くしたい」29.2％などが理由
として多かったが、05 年調査では、それらの理由と共に、「家事・育児の事情で正社員とし
て働けない」28.9％、「正社員として働ける会社がない」26.5％など「不本意型のパート」も
多数出てきていることが注目される。  
 
(2) パートの職務の変化 
 パートの職務が定型的で補助的なもの一辺倒から、一部基幹的なものへの戦力化が進行し
ていることはすでに周知の通りであるが、厚生労働省が行っている全国規模のパート調査で
その点を確認したのは、2001年の調査からである。 
 同調査では、正社員以外の労働者を「パート」と「その他」に分け、「パート」は「名称に
かかわらず、1 週間の所定労働時間が正社員よりも短い労働者」、「その他」は「1 週間の所
定労働時間が正社員と同じか長い労働者」と定義したうえで、過去 1年間にパート等労働者
を雇い入れた際、以前正社員が行っていた業務に充てた割合をみると、「ほとんど又は全く充
てなかった」が最も多く 31.1％であるが、他方、「半分以上の労働者を充てた」27.7％、「半
分未満の労働者を充てた」19.8％と続き、正社員の代替が進行していることが分かる。さら
に、「職務・責任が正社員と同じパートがいる」と答えた事業所の割合は、「パート」の場合
40.7％、「その他」の場合 53.7％であった。また、「役職についている」と答えた割合は、「パ
ート」は 11.4％で、「その他」は 14.0％、6 年前の前回調査のそれぞれ 4.6％、8.1％からは
ともに上昇している。ただし、役職については、班長、グループリーダークラスにとどまっ
ている。 
その後の 2005 年調査でも、「職務が正社員とほとんど同じパートの有無」について、「い
る」と答えた事業所は 42.5％、その割合については、「パート全体に占める割合が 5割以上」
と答えた事業所は 38.5％もあった。この場合、職務が同じとは、「通常従事する業務内容だ
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けでなく、作業レベル（難易度）、求められる能力、責任や権限の範囲も含む」としている。
また、「正社員と人材活用の仕組みや運用が実質的に異ならないものの有無」についても、
「いる」と答えた事業所は 35.7％、うち「職務が正社員とほとんど同じパート全体に占める
割合が 5割以上」と答えたのは 46.5％（うち 31.8％は 8割以上）であった。「人材活用の仕
組みや運用」については、「人事異動の幅・頻度、役割の変化（責任・権限の重さや変化）な
ど時間的経過の中で設定された職務経験を積む仕組みやその運用」としている。さらに「パ
ートを責任ある地位へ登用」している事業所の割合は 10.5％で、サービスや販売でその傾向
が顕著である。 
 以上のように、2005年調査時点で、正社員と職務が同じだけでなく、人材活用の仕組みや
運用も同じパートがいると答えた事業所がすでに３分の 1以上あるというのは留意されるべ
きといえる。 
 
(3) パートの処遇の変化 
 パートの処遇については、これまで正社員との格差が大きな問題として取り上げられてき
た。上述したように、すでにこれまで正社員が行ってきた職務を代替しているパートは多数
存在しており、パートの基幹化が一部で進行していることは明らかである。しかしながら、
パートに対する処遇は、「パートタイム労働法」施行後も賃金を始め、依然として低く抑えら
れたままであり、教育訓練、福利厚生制度及び正社員への転換制度もなかなか整備されてい
ないのが実情である。 
厚生労働省は、前身の労働省時代も含め、1990年代から 2000年代にかけ、全国規模のパ
ートタイム労働者の実態調査を 4回実施している。1990年、1995年、2001年、そして 2005
年は、「パートタイム労働指針」改正後の実態把握のため実施されている。この 4 回の調査
結果を中心にして、この時期のパートタイム労働者の処遇について検証することにしたい。 
先ず職務との関連で賃金をみてみると、2005年調査では、職務が正社員とほとんど同じで、
かつ、人材活用の仕組みや運用が実質的に同じパートの賃金（基本給）の決定方法について、
「同じ」と答えた事業所は 11.6％にしか過ぎない。異なる理由については、「勤務時間の自
由度が違うから」が最も多く 62.9％、次いで、「責任の重さが違うから」51.6％、「もともと
そういった契約内容で労働者も納得しているから」46.0％と続いている。またかかるパート
の賃金水準を、正社員と比べると、「ほぼ同額」と答えたのは 14.5％で、最も多かったのは、
8割程度 24.4％、次いで 7割程度 19.9％であった。 
次いで、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」により、一般労働者とパート労働者の 1時
間あたりの所定内給与額を比較してみると、一般の男女を各々100とすると、2008年、男性
のパートは 53.3、女性のパートは 70.3 で、男性のほうの格差が大きいことが分かる。さら
に男性の一般を 100 とすると女性のパートは 48.5 と半分以下で、女性のパートは、性と雇
用形態による二重の差別を受けていることになる。最近約 20 年間の推移についてみてみる
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と、1990年代後半以降若干格差が拡大してはいるが、男性は 50％台前半で、女性は 70％前
後で推移しており、あまり大きな変化は見られない。 
また、パートの所得分布を、総務省統計局「就業構造基本調査」より見てみると、2007
年時点で、女性のパートの 53.5％は 99万円以下、84.5％は 149万円以下の層である。一方、
男性のパートは、99 万円以下は 29.9％、149 万円以下は 61.2％で、両者ともかなり低い水
準に依然として分布が集中していることが分かる。 
さらに諸手当についてみてみると、90 年調査では、「A パート」の場合、生活関連手当の
支給状況は、通勤手当 63.7％、家族手当 2.4％、住宅手当 1.5％、職務関連の役職手当 3.6％
であったが、05年調査では通勤手当 90.7％、家族手当 14.5％、住宅手当 14.5％、役職手当
19.2％であった。通勤手当は正社員（94.4％）に近い割合にまで支給されるようになってい
る。但し、多くの正社員には支給されている家族手当（正社員 99.0％）、住宅手当（同 98.7％）
については、「もともとそういった契約内容で納得しているから」、「人材活用の仕組みや運
用が異なるから」という理由でほとんど支給されていない。但し、役職手当については、役
職付きのパートの数が増え、パートの戦力化が進行していることを反映して大きな伸びとな
っている。 
賞与の支給状況について、2001 年調査では、パートに支給しているのは 45.5％（正社員
には 88.1％）であったが、2005年調査では支給状況が改善され、67.0％（正社員には 85.1％）
に上昇している。ちなみに、2005年調査で、職務が同じ正社員と賃金以外の処遇等で納得で
きないもののトップは賞与関連で、49.5％にも達している。 
採用時の労働条件の明示については、1990年段階でもほとんどの事業所が明示していたが、
主に口頭での説明に過ぎず、雇入通知書等の書面交付を行っているのは、90年調査では、「A
パート」の場合わずか 15.8％であった。その後、この点については改善され、2005 年調査
では、その割合は 83.7％にまで改善されている。 
 正社員への登用制度については、90 年調査では「A パート」の場合 10.7％にしかすぎな
かったが、05 年調査では「制度がある」と答えた事業所は 47.3％に増加している。但し、
実際の適用事例となるとかなり尐ないのが現実である。 
 社会保険への加入状況については、かなり改善されていることが分かる。90 年調査では、
「Aパート」の場合、雇用保険に加入しているのは 26.6％、厚生年金・健康保険に加入して
いるのは 23.8％と、約 4 分の 1 前後の加入状況であったが、05 年調査では、雇用保険に加
入しているのは 79.2％、公的年金等への加入については 56.1％と大幅に改善されている。 
 福利厚生制度の適用状況については、1995 年調査では、「パート」の場合、慶弔見舞金
58.2％、社員旅行 53.0％、社内レクレーション施設・行事の参加 52.0％、定期健康診断 47.4％、
会社の親睦会への加入 38.6％、保養施設の利用 20.6％等となっている。「その他」では、定
期健康診断 67.7％、社内レクレーション施設・行事の参加 61.6％、慶長見舞金 61.5％、社
員旅行 57.7％、親睦会への加入 48.9％等となっていた。このような状況に対し、05 年調査
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では、定期健康診断 91.2％、社内行事への参加 89.6％、慶弔見舞金 74.7％、保養施設の利
用 76.3％等と改善され、その取り扱いも正社員と同じが 8割以上を占めているが、慶弔見舞
金については、その割合は 6割にとどまっている。 
最後に、教育・訓練の実施状況についてみてみると、1995年調査では、「パート」で最も
多く実施されているのは入社時導入教育の 39.2％、次いで接客教育 32.3％、OJT24.6％と続
いている。「その他」でも入社時導入教育が 35.1％で最も多く、次いで OJT26.7％、技能教
育 26.1％等が続いている。その後の変化については、95 年以降の調査に教育訓練の調査項
目がないので明らかではないが、2001年調査ではOJTおよび OFF-JT実施事業所について
のみ調査項目が存在している。それによると、「パート」の実施状況は、OJT23.1％、
OFF-JT17.8％、「その他」では OJT29.7％、OFF-JT23.7％で、前回調査より大きな変化は
ないことが分かる。その後の状況については、東京都産業労働局が都内の中小企業を対象に
実施した「パートタイマーに関する実態調査」（2005年調査）によると、パートの教育・訓
練については、「補助的・定型的な仕事なので研修の必要はない」が 36.9％で最も多い。他
方、研修内容については、「正規社員と同種の研修を行っている」21.6％、「パート独自の研
修を行っている」14.9％と事業主側の考え方は 2極化していることがわかる。さらに「研修
を実施する余裕がない」も 14.5％存在している。教育訓練の内容については、正規社員と同
種の研修の場合は「担当業務に関する専門的な研修」が主流であるが、パート独自の研修の
場合は、「責任感や仕事に対する考え方」、「接客・応接」、「業務マニュアル」などの基礎的な
研修が中心となっている。一方、パートが「今までに受けたことのある教育・訓練」として
は、「業務マニュアル」に関するものが 28.7％と最も多くなっているが、「今後受けたいと思
う教育・訓練」としては、「担当業務に関する専門的な研修」が 35.4％と最も多くなってい
る。 
  
3 「改正パート労働法」改正のポイント 
 今回の改正法のポイントについては、以下の 5点があげられる。 
① 労働条件の文書交付および明示義務（第 6条） 
 労働基準法第 15 条により、使用者は労働契約締結の際、賃金や労働時間などの労働条件
について明示することが義務付けられている。しかし、パートタイム労働者の場合、通常の
労働者と比べ労働条件が就業規則で明確にされていないケースが多い。改正前のパートタイ
ム労働法では、労働条件に関する文書の交付は努力義務とされていたが、労使間でトラブル
になるケースも多く見られた。 
そこで改正法では、トラブルになりやすい事項について、文書の交付等により労働条件の
明示を義務付けた。すなわち、労働基準法第 15 条第 1 項に規定されている厚生労働省令で
定める事項以外のものであっても、「特定事項」として、文書の交付等による明示が義務付け
られた。「特定事項」とは、「昇給の有無」、「退職手当の有無」、「賞与の有無」の 3点である。
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それ以外のものについては、できるだけ文書の交付等により明示することが望ましいとして、
努力義務とされた。 
② 均衡のとれた待遇の確保の促進（第 9～11条） 
 今回の改正法の目玉ともなる部分である。近年、パートタイム労働者の基幹化が進行する
なかで、通常の労働者と比べ、処遇が働き方に見合ったものになっていないのではという批
判を受け、通常の労働者との均衡待遇の確保を目指している。両者を比較する際の基準とな
る就業実態については、「職務」（仕事の内容及び責任）、「人材活用の仕組み」（人事異動の
有無及び範囲）、「契約期間」の 3点より、パートタイム労働者を 4つのパターンに類型化し、
賃金、教育訓練、福利厚生その他の面での待遇に、「パートタイム労働者であることによる差
別的取扱いの禁止」、「実施義務・配慮義務」、「同一の方法で決定する努力義務」、「職務の内
容、成果、意欲、能力、経験等を勘案する努力義務」などを課している（図表１参照）。今回、
待遇上差別的取扱いが禁止されるのは、「職務」「人材活用の仕組み」「契約期間」の就業実態
の面で、「通常の労働者と同視すべきパートタイム労働者」とされている。かかるパートタイ
ム労働者数がどのくらいになるかは正確には明らかでないが、多くても 4～5％とパート全体
から見れば極めて尐数しか適用されないことが当初から指摘されている。 
 
図表 1 類型化されたパートタイム労働者の待遇 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◎……短時間労働者であることによる差別的取扱いの禁止   〇……実施義務・配慮義務 
□……同一の方法で決定する努力義務   △……職務の内容、成果、意欲、能力、経験等を勘案する努力義務 
厚生労働省「パートタイム労働法の概要」 
 
③ 通常の労働者への転換の促進（第 12条） 
 パートタイム労働者を通常の労働者へ転換するために、事業主は以下のいずれかの措置を
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講ずることが義務付けられた。（1）当該事業所の外から通常の労働者を募集する場合、その
募集にかかわる情報を、パートタイム労働者に対しても周知する、（2）通常の労働者のポス
トを社内で公募する場合、パートタイム労働者にも応募の機会を与える、（3）一定の資格を
持つパートタイム労働者に対して、試験制度を設ける等の通常の労働者への転換制度を講ず
る等である。 
④ 労働条件に関する説明義務（第 13条） 
 パートタイム労働者から求められた時、事業主は待遇を決定するにあたって考慮した事項
を説明する義務が課せられた。説明義務が課せられた事項は、労働条件の文書交付、就業規
則の作成手続き、待遇の差別的取扱い禁止、賃金の決定方法、教育訓練、福利厚生施設、通
常の労働者への転換を促進するための措置等で、通常の労働者との間に格差がある場合は、
その根拠についても説明する義務が生じ、労働条件決定に際しての透明性が期待される。 
⑤ 紛争解決のためのシステムの整備（第 19条、第 21条、第 22条） 
パートタイム労働者から待遇についての苦情の申し出があった時、事業所内での自主解決
が努力義務とされているが、自主解決が困難な場合は、都道府県労働局長による助言、指導、
解決、あるいは最終的には、「均等待遇調停会議」（学識経験者などの専門家で構成されてい
る第三者機関）による調停の仕組みが整備された。 
 なお、厚生労働省調査「2009年度パートタイム労働法の施行状況」によると、都道府県労
働局雇用均等室による是正指導件数は、25,928件で、最も多いのは通常の労働者への転換に
関するもので 8,249件、次いで労働条件の文書交付等に関するもの 6,036件、短時間雇用管
理者の選任に関するもの 5,576件、これらで全体の 8割近くを占めている。また紛争解決の
援助については、申立受理件数は 3件でうち２件は通常の労働者への転換に関する事案であ
った。ちなみにパート法施行の 2008年度については、申立受理件数は 5件でうち 4件は差
別的取扱い禁止に関する事案、均等待遇調停会議による調停の申請受理件数は 3件で、すべ
て差別的取扱い禁止に関する事案であった。 
 
Ⅱ 「改正パート法」とパートに対する雇用管理の変化 
 
1  正社員化の取り組み 
 「改正パート法」の施行に対する企業の取組として注目されたのは、パートへの依存度が
高い流通業や金融業を中心に導入された正社員化の取り組みである。 
生活雑貨専門店ロフト 1) は、約 2300 人のパートを半年ごとの有期契約から、正社員と同
じ無期契約の雇用形態に切り替えた。これまでロフトは、正社員である本社員、契約社員、
パートタイム社員の 3区分であったが、2008年 3月の人事制度の改正によって、「ロフト社
員」に統一され、旧パートや旧契約社員にも基幹職への昇格の道が開かれた。新人事制度導
入の背景には、パートや契約社員の離職率の高さが挙げられている。2006 年、入社 1 年目
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の離職率は 71％、2 年目に辞めた人を加えると 87％にも達している。求人広告費用も莫大
な上、現場にはノウハウが蓄積されない、従業員のやる気を引き出せないなどの課題が山積
していた。同社は「同一職務同一賃金」を原則に、店長からレジ担当まで 17 段階ある職務
ごとに時間給を設定し、正社員とパートの両方に適用した。同じ職務なら賃金の差は勤務時
間の違いだけとなる。雇用契約も正社員と同じ「無期契約」に切り替え、採用・教育コスト
を軽減し、人材の安定確保につなげていこうとしている。 
 給食・カラオケ大手のシダックスも、2008年 3月末、パートとアルバイトの約 2％に当た
る 500人を正社員化した 2) 。 
一方、大手金融機関でも正社員化の取り組みが広がっている 3) 。みずほ銀行は、2008年 4
月より、正社員へのステップとなる「リーダースタッフ」を新設、まず 200 人を登用し、2
年以内に 800 人を正社員化する。「リーダースタッフ」は、非正社員のまとめ役であると同
時に、正社員転換の準備期間として位置づけられており、同スタッフとして 1年以上勤務し
たあと正社員に転換する。賃金は通常のパートより 2割程度高く、週 5日のフルタイム勤務
で、年収は約 300万円の水準である。 
りそな銀行も 2008年 1月、「コミュニケーションスタッフ」を創設し、パートから 50人
を昇格させた。同行のパート比率は 5割を超えており、今後 2年間で 300人以上を昇格させ
正社員への転換を進める。そのほかにも、横浜銀行は、2008 年 4 月より正社員登用制度を
導入した。同行は従業員の半数をパート（約 4千人）が占めており、優秀な人材を確保する
狙いがある。勤続 3年以上を対象に年 2回の面接試験などを経て正社員へ登用している。 
また 2007年 12月、三井住友海上火災が保険業界では初めて、パート（呼称ジョブパート
ナー）を正社員に登用する人事制度の導入を発表した 4) 。さらに損保ジャパン 5) でも、2008
年 1月、パートに正社員化のための登録制度を導入した。正社員の欠員がある場合、試験を
経て登用していく。 
 ただしパートの正社員化の取り組みは、企業全体に広がったわけではない。転換制度の整
備は今回の改正法で企業に義務付けられたが、その内容については企業にゆだねられている。
転換の条件を高く設定し、転換しにくい仕組みにしている企業もあるという。 
  
2  勤務地限定正社員制度の導入 
女性が多いパートの中には、転勤や残業を伴う正社員化を敬遠するパートも多い。そこで、
転勤のない勤務地に限定した正社員制度を導入することによって、パートから正社員への登
用を制度化したのが、勤務地限定正社員制度である。カジュアル衣料のユニクロ 6) は、2007
年 4月、2年間でパートなど 5000人を地域限定の正社員に転換する人事制度を打ち出した。
同社は、これまでパートから転勤のある正社員店長に転じる制度は持っていたが、店舗数拡
大の流れの中で、新たな制度の導入に踏み切った。導入後 1 年が経過した時点で、6 人の店
長を含め約 2050 人の地域限定正社員が誕生している。転居を伴う転勤がないため約 6 割が
12  嘉悦大学研究論集 第53巻第2号通巻98号 平成23年3月 
女性で占められている。フルタイムで働く社員の退職数は 25％減尐している。また販売など
の店舗業務に精通した人材の活用によって、残業代の抑制にもつながっているという。但し、
地域限定正社員の多くは店長になっても売上高が小さい小規模店の店長どまりである。 
外食産業のリンガーハット、すかいらーく、吉野家などでも、「地域正社員制度」を本格的
に導入した 7) 。吉野家では、2008年 6月より、パートを転勤のない地域限定正社員にする制
度を導入し、1年後には全正社員の約 3割を地域限定正社員にする方針である 8)。 
転勤がないことを条件とした地域限定正社員制度は、近年、非正規を多数雇用している企
業に広がっている。全国転勤を前提とした正社員とは賃金、昇進・昇格において大きな格差
があり、正規と非正規の間の新たなコースといえる。異動の有無及び範囲が均等待遇のため
の要件となると、家庭責任を有している多くのパートは、均等待遇から除外されることにな
り、「改正均等法」でも求められた全国転勤の際の合理的理由が当然、事業主には問われるこ
とになる。 
 
3  コープネットの事例 9) 
(1) 「新パート人事制度」の導入 
 コープネット事業連合（略称：コープネット）は、1992 年、いばらき、とちぎ、ぐんま、
さいたま、ちばの 5 生協が参加し設立された事業連合で、翌 93 年にはコープとうきょうも
加入し、現在では 8生協の連合会として運営されている。また商品・物流・生産・システム・
人事教育などの共通基盤も再編・統合し、人事制度も統一的に運用されている。そこで本章
では、さいたまコープ、コープとうきょうを対象にして、両生協で導入されているパート職
員に対する人事制度を検証していくことにする。 
 まず両生協の労務構成を確認してみることにする。2010年 3月現在、5業態（宅配、店舗、
本部、生産、物流）すべてを合わせると、さいたまコープは、正規 942人に対しパートは 3517
人、パート比率は 78.9％である。コープとうきょうは、正規 1334 人に対しパートは 4208
人、パート比率は 75.9％である。業態別では特に店舗のパート比率が高く、とうきょうは
89.7％、さいたまは 90.7％にも達している。 
 コープネットのパート職員に対する人事制度は、まず 2005 年 9 月、さいたまコープ、コ
ープとうきょう、コープネットの三者統一制度として設定することが申し入れられ、職場説
明会、労使協議を経て、2006年 3月基本的枠組みが確認され、2007年 1月より三者統一の
新人事制度へと移行されている。そして、2010年度内に、コープネット事業連合に加盟して
いる 8生協全てに新人事制度が導入される予定である。 
新人事制度でのパート職員の位置づけは、正規職員が「生協の幹部・専門職候補」として
様々な部署を異動しながらキャリアアップする対象としているのに対し、パート職員は、 
「各分野の定型・定型熟練及び（初級）管理・専門を担当」するとしている。そして、定型
業務を担う「一般パート」と（初級）管理・監督業務を担う「キャリアパート」に 2分され
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ている。前者は、1日 7時間、週 12時間以上 35時間以内、契約期間は上限 1年（契約更新・
雇い止め年齢有）、後者は、1日 7時間 30分、週 30時間以上 37時間 30分以内、契約期間
は上限 1年（契約更新・雇い止め年齢有）という働き方である。さいたまコープの場合、一
般パート 3268 人に対し、キャリアパートは 249 人で全パートの 7.1％を占めている。コー
プとうきょうでは、一般パート 4072 人に対し、キャリアパートは 136人、パート全体のわ
ずか 3.2％にしか過ぎない。さらに一般パートは、社会保険に加入している長時間型と加入
していない短時間型に分かれる。両者の比率は、両生協合わせたデータであるが、長時間型
27.2 に対し、短時間型 72.8 である。またパートは、正規職員の階層区分と同じように（図
表 2参照）、業務・役割によってＪ・Ｌ・Ｍの３階層 5等級に区分され、Ｊ(定型)はＪ１の定
型・熟練、Ｊ２の資格・技能、Ｌ（初級管理）はＬ１のリーダー補佐・専門補佐、Ｌ２のリ
ーダー・専門、Ｍ(管理)はＭ１の上級リーダーとされている。Ｌ１以上がキャリアパートと
呼ばれている。ちなみに正規職員は、2ステージ（一般→幹部）、4階層（Ｊ習熟定型、Ｌ監
督専任、Ｍ管理専門、Ｕ統率高度専門）に区分されている。 
 
図表 2 階層・等級・職種・職位フレーム表 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
コープネット「パート職員・アルバイト職員就業のしおり」 
正 規 職 員 
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 次に店舗でのパート職員の職務内容について、具体的に検証してみることにする。パート
職員は、2ヶ月間の試用期間後、まず定型業務である J1に格付けされる。店舗内では、水産、
畜産、農産、総菜、ベーカリー、日配グロサリー、レジ・サービス、生鮮、管理、検収・食
事、清掃より各自の担当が決定することになる。J2も、検収・食事、清掃以外の職種を同様
に担当している。L・M階層へは、選抜任用されている。任用の基本条件は、原則として J2
－4 号、L2－4 号の指名者、公募への応募者を対象に、先ず面接により、任用候補者を決定
し、候補者訓練（各業態ごとに 2 ヶ月～6 ヶ月）を行い、一定レベルに達した時点で、任用
試験（筆記、実技、面接）を実施し、合格者を出すという流れである。合否は、総合判断に
より行われ、合格者は、人事通達で職位通達が行われることになっている。 
 パートの店舗における L・M 階層（キャリアパート）の職位としては、L1 はミニコープ
店長、部門チーフ、ストアリーダー、L2 はミニコープ店長、部門チーフ、OJT 専任トレー
ナー、M1 はミニコープ店長、ミニコープ地区担当、SMV 型副店長である（図表 4 参照）。
これらの職位には正規職員も配置されており、正規職員の L5・Ｌ6はミニコープ店長、リー
ダー、M1 は SM 副店長、ミニコープ地区担当、ミニコープ店長で、これらの職位はキャリ
アパートと完全に職務が重なっている。 
ところで、さいたまコープ、コープとうきょうの店舗は、SMⅤ型（年商 18 億・20 億モ
デルと年商 14 億・16 億モデル））、SMⅢ型（年商 12 億・14 億モデル）及びミニコープ店
よりなっている。図表 3は、生協店舗では最も大きい SMV型店（年商 18億・20億モデル）
の店内組織図である。同図表より、キャリアパートが部門チーフやサブチーフに正規職員と
同様に多く配置されていることが分かる。またミニコープ店の店長はさいたまコープの場合
（36 店舗）、全員キャリアパートで、店舗自体パート・アルバイトのみで運営されている。
コープとうきょうの場合（49店舗）は、店長に若干正規職員も存在している。 
人材活用の仕組みや運用については、正規職員が「生協のどの部署へも異動しながら成長
する対象として採用」されているのに対し、パート職員は原則として、事業所間・業態間の
異動は行われないが、キャリアパートのみ同一職位での事業所間異動が行われている。 
 契約期間は、正規職員が定年（58歳から 63歳までの選択定年制）までの雇用期間の定め
のない雇用であるのに対し、パート職員は、上限 1年で 1年ごとに契約更新が行われている。
平均的な勤続年数は、一般パートが 6 年 8 カ月であるのに対し、キャリアパートは 11 年 9
カ月となっている。パート職員の雇い止め年齢については 63歳であるが、満 65歳まではア
ルバイトとして半年毎の契約期間で再雇用されている。 
 パート職員の正規職員への登用制度については、年次で計画・公募を実施し、選考により
合格者を登用している。応募資格は、①生協に 1 年以上勤務し、応募時満 50 歳未満、所属
事業所長の推薦を受けられる、②定期健康診断で健康上の問題がないこと、③正規職員とな
った場合、事業所・業態間の異動に対応できることとなっている。コープとうきょうの場合、
2008 年度キャリアパートより 9 人、2009 年度同 7 人、2010 年度は同 1 人と一般パートか
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ら 2人が正規職員に登用されている。運用実態は、パート職員全体からすると極めて尐数と
いえる。 
 
図表 3 SMV店舗店内組織図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
「コープネット店舗運営基準書（店内組織）」 
 
(2) パート職員の新賃金体系 
 パート職員の賃金は、基本的には、基本給部分と諸手当よりなっている。基本給部分は、
さらに①基本時給、②職種技能時給、③役割時給、④業績時給の 4つの部分より構成されて
いる。諸手当には、①指定時間帯手当、②日祭日手当、③休日出勤手当、④特別出勤手当、
⑤通勤手当、⑥時間外手当、⑦資格手当などがある。 
 基本給部分の基本時給は、全職種・職位同一金額で現在 760円、新制度に移行された 2007
年度 750 円より 10 円引き上げられている。職種技能時給は、業態ごとの職種に対して設定
されており、さらに 1年ごとに全員を対象に実施される習熟評価によって、各等級はさらに 
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図表 4 職種技能時給表 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
さいたまコープ・コープとうきょう・コープネット「パート職員就業のしおり別冊」 
 
1～4号に格付けされ、1号は 0円、2号は 10円、3号は 20円、4号は 30円の習熟給が加算
されている（図表 4 参照）。これまで習熟給は 4 号が上限であったため、パートから見直し
の要求が強かったが、2010 年春闘で、J1 等級４号俸の上限改定が 2010 年度下期より始ま
る人事制度見直しの中で検討されることになった。役割時給は、キャリアパーである L1、
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L2、M1 にのみ設定されており、同一等級同一金額で L1 は 450 円、L2 は 550 円、M1 は
650 円がそれぞれ支給されている。但し、J2 の店舗サブチーフには、例外的に、役割時給
200円が支給されている。業績時給は、宅配、店舗のＪ階層指定職種に、業績評価（5段階 S、
A、B、C、D）によって設定されており、半年毎の洗い替え方式である（図表 5 参照）。生
協では、現在パートも、正規職員同様厳しい成果を求められており店舗の J階層の業績評価
の項目では、所属店舗の供給、加入、共済計画の達成、お中元・お歳暮の実績などが評価、
点数化されており、業績時給に反映されている。特に近年は、スーパーなどとの競争が激化
し業績が悪化しているため、Ｃ評価が多くなってきているという。 
 
図表 5 業績時給表（J 階層） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 一方、正規職員の賃金も基本給部分と諸手当よりなっているが、基本給部分が大きく異な
る。ステージⅠ（一般）の J・L 階層の基本給は、年齢給と職能給で構成され、ステージⅡ
（幹部）のM・U階層の基本給は、役割給、業績給、職務給で構成されている。前者は、能
力育成期として位置づけられ年齢給、家族手当など個人的属性に対応した賃金体系に設定さ
れている。人事考課結果は、6 等級に格付け支給され、職能給に反映されている。後者は役
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割発揮期として位置づけられ、年齢や家族などの個人的属性のない、役割に対応した賃金体
系になっている。役割等級Ｍ1～3、U1 等級に 2 万円から 5 万円の役割給、人事考課結果に
より、それぞれの役割等級に設定されている業績給が支給され、さらに、業績給の 25％が職
務給として支給されている。 
 諸手当では、正規職員の J・L階層にのみ、ポスト手当（主任以上の職位者に支給）、家
族手当（配偶者 1万 5千円、その他 9千円）が支給されているのがパート職員とは大きく異
なる。 
 賞与については、J 階層パート職員は業績評価が業績時給に反映されているため、賞与は
支給されず、L・M階層のみを対象として年 2回支給されている。賞与は、L1，L2、M1の
職位毎に設定され、業績評価の S、A、B、C、Dの 5段階評価が反映され、支給金額（75000
円～375000円）が決定している。 
 次に、パート職員の賃金額を検証してみることにする。生協労連「生協に働く労働者の賃
金・労働条件調査」（2009年度版）によると、J階層パート職員の時間給は平均 945円、平
均月収は 78,435円、L・M階層の場合、平均 1386円、平均月収は 241,164円である。さら
に、職位による違いを見てみると、パートのミニコープ店長（L2）の場合は、基本時給 760
円に役割時給 550 円、職種技能時給 100 円が加わり、平均時給は 1410 円、月例賃金（160
時間換算）225,600 円、店舗部門リーダー（L1）の場合、基本時給 760 円、役割時給 450
円、職種技能時給 50～150円、平均時給 1310円、月例賃金 209,600円である。この額を同
じ職位のミニコープ店長の正規職員と比べてみると、正規職員ではＬの 6等級（309,300円）
に相当するため、キャリアパートの店長の賃金は、正規職員の 72.9％となる。これを年収レ
ベルで比較してみると、L2のコープ店長の賞与は、業績評価をＢと仮定すると 20万円×２
で、年収は 3,107,200円、正規職員の 64.4％へと格差は拡大する。長期的な人材育成を前提
として処遇が構築されている正規職員と異なり、キャリアパートの場合、同じミニコープ店
長として働いているにもかかわらず、かかる格差が生じてくることの合理的理由の説明責任
が事業主には求められることになるだろう。 
  
(3) 教育研修および福利厚生制度 
パート職員の教育研修制度については、一般パートと戦力化されているキャリアパートで
は若干異なっている。一般パートは原則として採用時研修のみである。ここでは、①生協に
ついての基本知識を学び、生協職員としての心構えを身につける、②就業規則や契約など、
働く上での基本的な知識を身につける、③業態の概要・業務を理解し、仕事に活かすなど、
働いていく上での基礎力を習得することが目的となっている。これに対し、キャリアパート
は、候補者になった時点での候補者研修に加え、経営数値の見方など経営上の基本的知識を
身につけ、仕事に活かせるようにする計数教室、食品を扱うものとしての基礎知識を身につ
け行動できるようにする食品安全・品質保証講座、L 階層、Ｍ階層への任用者研修及び管理
「改正パートタイム労働法」と均等・均衡待遇原則 青山悦子  19 
者研修、さらには部下を持つM階層のモチベーションリーダーシップ研修などの研修が準備
されている。しかしながら、専門性を磨くあるいは経営力を高めるという分類に属する教育
研修制度では正規職員と比較すると大きな違いがある。コープネット労組は、2010年春闘で
キャリアパートの教育訓練を正規職員に近づけるという点で労使合意しており、これから具
体的な交渉が開始されるところである。 
次に、パート職員に対する特別休暇（慶弔休暇、生理休暇など）や福利厚生制度について、
正規職員と比較しながら見てみることにする。特別休暇の休暇日数については、生理休暇、
つわり休暇、出産休暇、妻の出産の対応休暇などほとんどは正規職員と同じである。但し、
本人の結婚休暇（正規は連続 7 日であるのに対し、パートは連続 5 日）、忌引休暇（正規配
偶者、父母、子の場合、喪主連続 7日、他連続 4日、パート喪主連続 6日、他 3日）の一部
に関しては、正規職員と同じではない。また、これらの特別休暇は正規職員はすべて有給で
あるのに対し、パートの場合は、一親等以内（父母・子・配偶者）の忌引休暇 1日だけが有
給扱いで、その点では大きな違いがあるといえる。 
 
おわりに 
 
 以上、「改正パート法」施行後のパートに対する雇用管理の実態を、主にコープネットの事
例を対象にして、検証してきた。1993年に成立した「パートタイム労働法」は、我が国初の
パートの雇用管理の改善を目的とした労働法であったが、厚生労働省の行政指導のための根
拠規定の枠を超えられず、しかも雇用管理の改善については事業主の努力義務が求められる
という程度で、十分な機能を果たしてこなかった。そのため、「改正パート法」は、一定の要
件があるとはいえ、正規労働者との差別禁止規定を初めて盛り込み、均等待遇への一歩を踏
み出したかにみえた。しかし、改正法の恩恵を受けるパートは、厚生労働省自体もその数を
正確に把握できておらず、多くてもパート全体の 4～5％程度といわれているに過ぎない。し
かもこの層は、すでに正規労働者と同じ働き方をしている層で、本人が希望すれば正社員へ
の転換が当然なされるべき層といえる。 
 今回の改正法で最も注目されたのは、パートを①職務の内容（業務の内容及び責任）、②人
材活用の仕組みや運用など（人事異動の有無及び範囲）、③契約期間の 3要件によって、4類
型化し、賃金、教育訓練、福利厚生のそれぞれについて均衡待遇の確保のために、事業主が
講じる措置が求められた点である。第 1類型の「通常の労働者と同視すべきパートタイム労
働者」のみが、「パートタイム労働者であることによる差別的取扱いの禁止」が定められ、そ
れ以外のパートは、通常の労働者と 3要件を比較することで、「実施義務・配慮義務」、「同
一の方法で決定する努力義務」、「職務の内容、成果、意欲、能力、経験等を勘案する努力義
務」がそれぞれ求められたに過ぎない。今回事例研究を行ったさいたまコープ、コープとう
きょうの場合、第 1類型に相当するパートは存在しない。キャリアパートは「通常の労働者
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と職務の内容が同じパートタイム労働者」の第 3類型に相当し、一般パートは「通常の労働
者と職務の内容も異なるパートタイム労働者」の第 4類型に相当することになる。したがっ
て、基本給、賞与・役付手当等の職務関連賃金については、両者とも「職務の内容、成果、
意欲、能力、経験等を勘案する努力義務」が事業主には求められるにとどまる。教育訓練に
ついては、キャリアパートには、「職務遂行に必要な能力を付与するもの」について「実施義
務」を、それ以外の「キャリアアップのための訓練など」については、「職務の内容、成果、
意欲、能力、経験等を勘案する努力義務」が求められるにとどまる。2010年春闘で、キャリ
アパートの教育訓練をできるだけ正規職員のそれに近づけることで労使が合意したのは「実
施義務」が課せられたことが影響しているともいえる。なお福利厚生（給食施設、休憩室、
更衣室）については、両者とも配慮義務にとどまっている。 
 「改正パート法」の目的は、本来、通常の労働者とのバランスを考えて、パートの雇用管
理上の改善を図ることを大きな目的としており、パートの中での差別化を図ることが目的で
はなかったはずだが、結果として、パートは 4類型化され差別化されていくことになる。ま
た、類型化する際の基準となる 3要件は、大多数のパートを均等待遇から排除する手段とな
っている。例えば、「職務の内容」も職務が同一であるだけではなく、「責任の程度」も通常
の労働者と著しく異ならないことが求められている。この場合、「責任の程度」とは、①与え
られている権限の範囲（単独で契約の締結が可能な金額の範囲、管理する部下の人数、決済
権限の範囲など）、②業務の成果について求められている役割、③トラブル発生時や臨時・緊
急時に求められる対応の程度、④ノルマなどの成果への期待度とされている。またこれらの
事項の補助的指標として、所定外労働の有無や頻度についても考慮することが明記されてい
る。また「人材活用の仕組みや運用など」についても、「人事異動の有無及び範囲」とあり、
転勤の有無と同時に転勤の範囲、すなわち全国転勤かエリア限定の転勤かも問われることに
なる。 
かくして、3 要件を判断する際の運用上の方法も詳細に明記されることによって、第 1 類
型のパートは限りなく正規労働者に近い極めて尐数のパートのみになってしまったといえる。
近年、基幹化が進行しているパートに至ってもせいぜい第 3類型で、職務遂行に必要な教育
訓練において「実施義務」が発生する程度で、事業主にとっては、大きな影響は見いだせな
い。多数派を占める本来的な意味でのパートは、「通常の労働者と職務の内容も異なるパート
タイム労働者」として第 4類型に属し、賃金、教育訓練については努力義務、福利厚生につ
いては配慮義務となり、今回の改正法の影響は、この第 4類型のパートには、ほとんど見い
だせない。「改正パート法」の更なる改正が求められる所以である。 
現在、生協労連においても、パートの均等待遇に向けた運動が進められている。 
  
＊本稿は、社会政策学会第 120回全国大会（早稲田大学 2010年 6月開催）非定型部会分科会（コーデ
ィネーター兼報告者）での報告をもとにまとめたものである。 
「改正パートタイム労働法」と均等・均衡待遇原則 青山悦子  21 
注 
1） 「日本経済新聞」2007年 7月 4日、「日経流通新聞」2008年 2月 27日、同 3月 26日、「日経産
業新聞」2010年 1月 13日、「労政時報」第 3734号（2008年 9月） 
2） 「日本経済新聞」2008年 10月 23日。 
3） 「日本経済新聞」2008年 1月 14日、同 2008年 4月 6日。 
4） 「日経速報ニュースアーカイブ」2007年 12月 4日。 
5） 「日本経済新聞」2008年 1月 14日。 
6） 「日本経済新聞」2007年 4月 1日、同 2008年 6月 23日、同 200９年 1月 20日、 
   「日経流通新聞」2008年 3月 26日。 
7） 「日本経済新聞」2007年 1月 29日。 
8） 「日本経済新聞」2008年 3月 12日。 
9） コープネット事業連合人事部、店舗管理部及びコープネット労働組合、生協労連でのヒアリングに
よる。 
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